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概 要 

イノベーションの採用と実装を阻む障壁は、これまで様々な分析レベルで研究されてきた。

しかし、既存のイノベーション障壁研究は、個人、組織、制度といった固有の分析レベルの

精緻化に留まり、レベル間をまたぐ障壁の連鎖や持続メカニズムを統合的に説明する枠組み

を欠いたままここに至っている。 

本稿は、レビュー論文の体を成した概念論文として、海外の先行研究群を「採用促進・改

善」「中間・混在型」「抵抗・障壁」の 3 つのアプローチに分類し、その蓄積と限界を特定す

る。その上で、これらの空白を架橋する新たな概念的枠組みとして、制度・文化・実装・個

からなる「四層モデル」を提案する。 

本モデルは、社会技術システムの移行を捉える Geels の多層的視点論（Multi-Level 

Perspective: MLP）の枠組みを構造基盤とし、そこに Mitieka et al.が実証した障壁の階層的な

波及構造を動態メカニズムとして適用、最下層にミクロな防衛反応を扱う Ram and Sheth の

イノベーション抵抗理論（IRT）を着想的に接合して構築した。これにより、本モデルは各

層の障壁が独立して存在するのではなく、マクロな制度的欠陥が中間管理職層の「翻訳機能

の不全」を経て、最終的に個人の合理的な抵抗へと上層から下層へ波及し、相互強化的に持

続する「層間連鎖」のメカニズムを説明する。 

本稿は、近年日本企業において顕著な「デジタル技術は導入されても組織変革に至らない」

というデジタルトランスフォーメーション（DX）の停滞現象を代表的な事象例として引き

合いに出しつつ、イノベーション推進側が陥りがちなプロ・イノベーション・バイアスを退

ける立場に立つ。そして、一見すると現場で発生する摩擦に見えるこの停滞が、実は複数の

層が連鎖する「構造的問題」であることを解き明かし、価値共破壊（VCD）といった致命

的リスクを回避しながら、組織デザインを通じた実効的な障壁突破のロードマップを描くた

めの理論的視座を提案する。 

キーワード：イノベーション障壁、Barriers、プロ・イノベーション・バイアス、多層的視

点論、MLP、イノベーション抵抗理論、IRT、価値共破壊、VCD、デジタルトランスフォー

メーション、DX 

 



第 1 章 序論 

1.1 問題の背景：DX の構造的停滞とプロ・イノベーション・バイアスの罠 

日本企業におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）の停滞は、イノベーション

の採用と実装を阻む障壁の存在を暗示する現代の象徴的な事象例である。その現状はデジタ

ル化（D）といった技術的な整備は進む一方で、それが組織・文化の本質的な変革（X）に

繋がらないと評されている。この歪な現状について、多くの実務家や有識者の論説はレガシ

ーシステムの存在や現場の心理的抵抗といった個々単一の要因を原因として説明する傾向に

ある。さらに経営層やイノベーションの推進部門は時として、イノベーションは本質的に望

ましく、すべてのメンバーによって無条件に採用されるべきであるという「プロ・イノベー

ション・バイアス（pro-innovation bias:Rogers,1995）」に囚われがちである。このバイアスに

陥ると、DX の停滞を「現場の意識の低さ」や「一時的な現場での摩擦」として見做してし

まい、なぜ普及が阻まれるのかという真のメカニズムを解明する機会を見失うことになる。 

しかし、深層に横たわる潜在的なイノベーション障壁が多層に構造化していると仮定すれ

ば、これまでの停滞事象を発生させる潜在的かつ複雑な背景とメカニズムを描き出す糸口と

なる。そして、一見すると単なる現場で発生する摩擦や技術的課題に見えるこの停滞を、構

造的な課題として説明できるのではないか。それが本稿の出発点となる問題意識である。 

 

1.2 本稿の視座と目的 

日本ではイノベーションの障壁研究の蓄積が著しく乏しい。さらに実務と研究間の相互フ

ィードバックも十分に機能していない。よって、イノベーション停滞の要因も欧米に比較し

て十分に形式知化がされているとは言い難い。海外では、イノベーションの普及・採用に関

する研究と並行して、その阻害要因を真正面から扱う研究が蓄積されている。それらは、現

場の抵抗を単なる摩擦としてではなく、それを既存の信念構造やルーチンとの衝突に対する

合理的な反応として分析する試みなど、個人から組織、さらに制度に至る複数の分析レベル

にわたる知見が多く存在する。しかし、現状ではこれらの研究群は固有の分析レベルの精緻

化に特化してしまっている。少なくとも、これらの分析レベルにとどまっていると、例えば

日本で直面するように、恒常的なイノベーションの停滞の全体像を包括的に説明できない状

態が今後も継続する。包括的な把握をしなければ、停滞の原理が、実は「点」として存在す

る単一の障壁によるものではない場合、どこに本質的な課題があるのか、その複雑性を仮説

的にも説明できない。一方で、複数の分析レベル間をまたぐ障壁の連鎖や、なぜ障壁を再生

産し続けるかという「持続メカニズム」を説明する枠組みを仮に持つことが出来たとするな

らば、停滞を実務的にブレークスルーする展望につながり、研究による更なる解明にもつな

がる可能性がある。しかし、残念ながらイノベーション障壁研究はその提案ができていない。 

本稿は、レビュー論文の体を成した概念論文として、先行研究のレビューを通じて既存の

イノベーション障壁研究の限界を特定し、その空白を架橋する新たな概念的枠組みを提案す

ることを目的とする。本稿の主眼は、イノベーション障壁を個別要因の「点」としてではな

く、相互に連関する「構造」として捉え直すための理論的視座を確立することにある。 

 

1.3 リサーチクエスチョンの設定と本稿の構成 

以上の問題意識に基づき、本稿は以下の二つのリサーチクエスチョンを設定する。 

 

RQ1：海外のイノベーション障壁研究はどのような蓄積を持ち、どのように発展してきたか。 



RQ2：その蓄積のどこに未解明の空白が存在し、その空白にいかなる概念的応答を提供しう

るか。 

 

これらの問いに対し、本稿は海外のイノベーション障壁研究を「採用促進・改善アプロー

チ」、「中間・混在型アプローチ」、「抵抗・障壁アプローチ」の三つのカテゴリーに分

類・整理し、まずはそれぞれの研究カテゴリー群が潜在的にもつ限界を批判的に捉えること

とする。  

本稿の構成は以下の通りである。次章（第 2 章）では、本稿が依拠する理論的基盤と研究

方法を提示する。第 3 章では既存研究の批判的レビューを通じて RQ1 に応答し、第 4 章で

RQ2の前半の応答として先行研究の決定的な空白を特定する。第 5章では、RQ2の後半に向

けその空白を埋める概念的応答として新たな統合モデル（四層モデル）を提示し、DX 停滞

のメカニズムを解き明かし、本モデルの考察を行う。第 6 章おいて、本稿の結論、理論的・

実務的含意を述べる。最後に第 7 章にて、本稿を総括する。 

 

 

第 2 章 理論的基盤と研究方法 

2.1 本研究の理論的基盤：四つの理論的レンズ 

本稿が提示する新たな概念的枠組みは、単一の分析レベルに偏重してきた既存のイノベー

ション障壁研究の限界を克服するため、マネジメント・スタディ領域およびイノベーション

研究における既出の概念を援用しながら解釈を行い、特に次にあげる四つの理論的知見を統

合して構築する。これらの理論的知見は、それぞれマクロ視点による多層構造把握、層間の

動態、そしてミクロな個人の反応を説明するレンズとして機能する。 

第一のレンズは、社会システムの大規模なイノベーションを多層的相互作用として捉える

Geels (2002) のマルチレベル・パースペクティブ（Multi-Level Perspective: MLP）である。

MLP は、マクロレベルの外部環境（ランドスケープ）からの圧力と、ミクロレベルでのニ

ッチによる革新的な実践が、メソレベルにある既存の分厚い社会技術的レジーム（組織文化

や慣習）とどのように相互作用し、あるいは阻まれるかを説明するモデルである。本稿では、

この MLP が示す多層的な枠組みを、組織内イノベーションの障壁を上層から下層まで構造

的に配置する「構造基盤」として援用する。 

第二のレンズは、Mitieka et al. (2025) が実証した、障壁間の従属的な関係である。Mitieka

らは、スマートモビリティの導入障壁を分析する中で、マクロにおける障壁とミクロにおけ

る障壁を子細な分析によってその関係を説明している。彼らは、マクロ層における旧来の計

画パラダイム（レガシー）や制度の断片化といった上位層における欠陥や障壁に対し介入・

解決することで、下位層のユーザーの抵抗やデジタルリテラシーの格差に対する解決に波及

すると主張する。そもそも、下層にある障壁の多くは、上層にある障壁に影響を受ける「従

属的な障壁」であり、それは上層からの「ダウンストリーム」な現れであることを説明して

いる。本稿は、この層をまたぐ障壁間の関係性を説明する知見を組織内イノベーションに応

用し、制度や組織文化の欠陥が下層へと流れ落ちていく動態的な負のメカニズムを説明する

ための「連結機能」として用いる。 

第三のレンズは、ミクロファウンデーション（Microfoundations: Felin et al., 2015 他）であ

る。先述の通り本稿では導出する枠組みの「構造基盤」として MLP を援用する。但し、

MLP の扱いにおいて注意を要するのは、例えばニッチ（ミクロレベル）、レジーム（メソレ



ベル）において、MLP はその個々のレベルにおいてはマクロ視点による粗くかつ同質的な

解釈をする点である。Mitieka らの研究も同様である。それらを踏まえ本稿では先の 2 つの

レンズの分析解像度をそのまま援用はしない。先の２つのレンズはあくまで「構造化」の援

用であり、それはミクロ視点での分析、説明を断念するものではない。本稿は、下位レベル

の行為・相互作用を通じてマクロ事象を説明する理論的枠組みであるミクロファウンデーシ

ョンに依拠し、次に述べる第四のレンズを用いてミクロレベルの障壁構造の概念を導入する。 

第四のレンズは、Ram and Sheth (1989) のイノベーション抵抗理論（Innovation Resistance 

Theory: IRT）である。Ram and Sheth は、イノベーションへの抵抗を非合理な摩擦としてで

はなく、現状のルーチンからの変化や既存の信念構造との衝突に対する「正常な反応」とし

て説明している。彼らは、抵抗を生み出す要因を使用・価値・リスクに関する「機能的障壁」

と、伝統やイメージに起因する「心理的障壁」に体系化している。本稿では消費者レベルの

概念である IRT を組織内の従業員（個人）の抵抗メカニズムに応用し、上層の障壁、中間層

の障壁の関係性の更に最下層のミクロにおける障壁を説明する理論的な枠組みとする。 

 

2.2 研究方法：理論的サンプリングの適用 

本稿は、あるテーマに関する既存研究を網羅的にマッピングすることを目的とするシステ

マティック・レビューやスコーピング・レビューとは異なり、既存の理論的知見を「素材」

として統合する。そして新たな概念モデルを構築することで、これまで解明されてこなかっ

た事象の説明を目指す「レビュー論文の体を成した概念論文」と位置付けている。そのため、

文献の収集においては無作為な網羅的抽出ではなく、既存研究における特定の理論的ギャッ

プをまず明らかにし、新たな概念を構築するために意味のある文献を系統的かつ意図的に選

択する「理論的サンプリング」のアプローチを採用した。具体的な文献の抽出・整理は、以

下の 3 つの段階的プロセスを経て行われた。 

 

第一段階：探索的検索と中核文献の特定 

Google Scholar を検索エンジンとし、「innovation diffusion」「innovation barrier」「innovation 

resistance」「pro-innovation bias」といった中核となる概念と組織変革に関するキーワードを

組み合わせた探索的検索を行った。純粋な技術的・物理的な障害・障壁を論じた文献は除外

し、経営学や組織論において個人の認知、組織文化、制度的要因を扱う査読付き英語論文を

中心に抽出した。 

 

第二段階：スノーボール・サンプリングによる理論的拡張 

第一段階で特定されたコアとなる概念を支える中核文献（Davis(1989)と Ram & 

Sheth(1989)）を起点とし、それらを引用している後続研究や依拠する参考文献を双方向に遡

るスノーボール・サンプリングを実施した。このプロセスを通じて、理論的な必然性をもっ

て Bocken and Geradts (2020) のような多層的アプローチや、Ferlie et al. (2005)、Klein and Sorra 

(1996) といった事例ベースの重要文献を特定した。 

 

第三段階：イノベーション研究の歴史的系譜に基づくカテゴリー化 

抽出した文献群を、まずは中核文献・理論、すなわち「イノベーション採用・促進」軸と

「イノベーションに対する抵抗・障壁」軸で初期的なカテゴライズをした。最終的に、その



学術的発展の系譜に沿って、前述２軸の構造的隙間を埋める軸を含む以下の三つのアプロー

チに配置・分類した。 

第一は Rogers (2003) の普及理論や Davis (1989) の技術受容モデル（TAM）に代表される

「採用促進・改善アプローチ」、第二は Hadjimanolis (1999) や Bocken and Geradts (2020) に見

られる「中間・混在型アプローチ」、第三は Karch et al. (2016) のプロ・イノベーション・バ

イアス批判を含む Nikiforova et al. (2024) に代表される「抵抗・障壁アプローチ」である。 

 

 

第 3 章 イノベーション障壁研究の批判的レビュー 

本章では収集した先行研究群の歴史的系譜を特定し、三つのアプローチに分類の上でそれ

ぞれの理論的貢献と限界を批判的に捉える。 

3.1 採用促進・改善アプローチ：ミクロな認知偏重とその限界 

マーケティングや経営戦略領域で評価が高い「普及理論」(Rogers,2003) や Davis (1989) の

「技術受容モデル（TAM）」を源流とするこのアプローチは、「イノベーションは本質的に

優れており、速やかに普及すべきである」というプロ・イノベーション・バイアスを色濃く

反映している。このアプローチは、「知覚された有用性」や「知覚された使いやすさ」とい

ったミクロな個人の認知レベルから説明し、利用を促すための要因の特定において多大な貢

献をしてきた。しかし、普及を当然の前提とするが故に、イノベーションの停滞や抵抗を

「啓蒙や改善によって解消可能な表面的な摩擦」に安易に帰結させる暗黙的な誘導傾向があ

る。言い換えるとこのアプローチはあえて「摩擦」を深追いしない。さらに、スコープとし

てミクロな個人の認知に留まり、マクロな制度的方針やメソレベルの組織文化・専門職の規

範とどのように関係し衝突するのかといった、より深層の構造的要因を説明するには至らな

い。 

 

3.2 中間・混在型アプローチ：多層的把握の功績と静的・管理主義的な限界 

Bocken and Geradts (2020) は、サステナブル・イノベーションの障壁を制度的・戦略的・

運用的なレベルからなる多層的構造として体系化した。イノベーションを阻む要因を複数の

分析レベルへと拡張して捉えた彼らの功績は極めて大きい。しかし、このアプローチは依然

として障壁を「特定し、管理・除去すべき静的な障害物」として扱っている。つまり、各レ

ベルの障壁はリストとして並列的に提示されることに留まり、マクロレベルの制度的欠陥が

下位のメソ・ミクロレベルへとどのように波及・増幅していくのかという動態的なメカニズ

ムを述べるには至らない。 

 

3.3 抵抗・障壁アプローチ：抵抗の再評価とレベル間接続の不足 

Ram and Sheth (1989) のイノベーション抵抗理論（IRT）は、イノベーションへの抵抗を非

合理な利用者による怠慢としてではなく、現状のルーチンや既存の信念構造との衝突に対す

る「正常な反応」として再評価し、機能的障壁と心理的障壁に体系化した。近年、公共機関

が公開するデータの利用（Nikiforova et al., 2024）や新技術の導入（Xue et al., 2024）など、

IRT を用いた実証研究は今もなお拡張している。しかし、IRT を中心とするこのアプローチ



は主としてミクロレベルの現象解明に特化している。このアプローチを採用する研究の多く

は、ミクロレベルにフォーカスし上位層との関係を説明することはない。 

以上のように、既存の研究はレベル間を横断する相互作用の解明には依然として手が届い

ていない。 

 

 

第 4 章 先行研究の空白の特定 

前章において、先行するイノベーション障壁研究群における各アプローチの意義とその限

界を俯瞰した。本章では、新たな概念的枠組みを導出するための論理展開の起点として、三

つの「理論的空白」を特定し、それらを架橋する多層的な統合モデルの必要性を述べる。 

4.1 理論的空白１ 分析レベルの断絶 

第一の空白は、分析レベルの断絶である。ここまでの各研究群を俯瞰した結果から、各レ

ベルをまたぐ障壁の相互作用を説明する枠組みを欠いていることに注目したい。採用促進・

改善アプローチはミクロな個人の認知レベルに特化し、中間・混在型アプローチはマクロ・

メソレベルの記述に留まっている。IRT は個人の抵抗メカニズムとして精緻であるが、組織

の制度や文化という上位レベルの障壁とどう連鎖するかの説明が十分にできない。結論とし

て、マクロ（制度的方針）、メソ（組織文化）、ミクロ（個の受容）という複数のレベルが分

断されたまま存在し、各レベル間については動態的な関係は説明できない。 

 

4.2 理論的空白２ 障壁の持続ループ機構の欠落 

第二の空白は、時間の経過とともに特定の障壁が固定化し、持続・再生産されるのかとい

うプロセス的・動態的な説明の不足である。イノベーション障壁研究の多くは、障壁を「存

在する・しない」という静的な状態として捉えリストアップするに留まっている。本稿では、

障壁が「存在する」だけではなく、何らかの構造的な力による持続・再生産されることも視

野に入れずして、日本のような長い「停滞」状況は説明できないと仮説的な思考を持つ。 

組織のイノベーション障壁を一般的には組織慣性という概念で語る場合が多い。マネジメ

ント・スタディ領域での先行研究では、古くは、慣性により組織のルーチンは変えなられな

い(Leonard – Barton, 1992)ことやルーチンの硬直性(Gilbert, 2005)が説明され、更に遡ると「経

路依存性」に帰着することで一定の理解が得られている。これらの知見の蓄積で組織慣性の

発生原理的側面は説明が可能である。一方で、イノベーション障壁の研究においては、存在

が認められる障壁の源泉のみならず、その持続・再生産機構の説明の準備はこれからのイノ

ベーションに対する停滞状況を扱う上では必要だ。 

改めて企業組織のイノベーション障壁に立ち返り、企業組織であるがため何らかの構造的

な関係性と駆動機構の概念を考えたい。直近の障壁研究、特に新たな技術導入のケースでは、

特定のレベルに注目しがちであるが、構造的な連鎖が存在する前提で根本原因にアプローチ

する必要性を主張する研究も散見される。例えば Mitieka et al. (2025)が上位層での制度と下

位層のエンドユーザの関係で、上位層での制度欠陥と下位層で発現する障壁との従属関係が

潜在すると捉えた。彼らが、その原理について、障壁が階層的に「ダウンストリーム」する

という潜在的なメカニズムの理解・説明を行ったことは、企業組織における、経路依存によ

る組織慣性を、さらに持続・再生産を促す機構的な役割のスケルトンモデルとして注目した

い。それは、下位層の障壁は上位層における何らかの制度欠陥によるダウンストリームによ



る現れという理解・説明だ。数々のイノベーションに対する停滞が繰り返し報告され続ける

現象を、「経営の責」と捉えて各々の経営能力の問題と帰着させる前に、現状を導いてしま

った状況の中で、これらを構造的に捉え、メカニズムとして解明・説明を要する段階であろ

う。 

 

4.3 理論的空白３ 翻訳機能の不全と価値共破壊（VCD） 

Geels(2002)はレジーム（本稿ではメソとして解釈）の役割として、技術やインフラ、ユー

ザー慣行、知識など多様な要素とそれらの結びつきからなる安定した構成であると説明する。

その安定性は調整によってもたらされるという。Geels はレジームが不安定になってもその

下層のニッチがブレイクアウトすることでレジーム全体が再構成され、マクロレベルで安定

するといったことを説明する。一方で、本稿はマクロ的な視点だけで事象を説明することは、

ミクロレベルでの洞察を抑制し組織レベルでの時間軸の錯誤や現場事象の本質を見誤る可能

性をもたらすと危惧している。本稿においては、「障壁」という包括的な概念を低位のレベ

ルでも理解する必要があり、ミクロファウンデーションのスタンスに立つ必要性をここで主

張し、第三の空白を説明するためにメソレベルで起きうる機能不全の事象を掘り下げる。そ

れは、マクロな方針を現場のミクロな文脈へと接続し意味づける「翻訳」機能の不全とそれ

がもたらす影響である。 

Seki and Kohda (2020) は、プロジェクトマネージャーが従来の手法の価値観やルーチンに

固執してイノベーションを拒絶することが、顧客との「価値共破壊（Value Co-Destruction: 

VCD）」を直接的に引き起こすことを示した。本稿ではこの知見を「組織における層間連鎖

とミドル層の機能」という広い理論的文脈へと拡張して解釈する。（ここでいう「ミドル層」

とは、単なる階層的な中間管理職層に留まらず、マクロな方針や顧客の要求を現場の文脈へ

と接続・翻訳する結節・中継点となる役割であり、プロジェクトマネージャー等も広く含む

ものとする。）マクロな組織方針を現場に向けて翻訳すべきミドル層がその役割を放棄した

場合、現場の変革が阻まれるばかりか、企業は外部顧客への提供価値をも構造的に破壊して

しまうことが、Seki and Kohda (2020) から示唆される。Vargo and Lusch (2004) が提唱したサ

ービス・ドミナント・ロジック（SDL）において強調されてきた価値共創（VCC）は、ミド

ル層の翻訳機能不全によって価値共破壊（VCD）という致命的なリスクへと転化しうる。 

 

4.4 新たな多層的統合モデルの必要性 

以上のように、既存研究は「分析レベルの断絶」、「障壁の持続再生メカニズムの欠落」、

「ミドル層の翻訳機能の不全」という決定的な理論的空白を残している。これらを横断し、

マクロな制度的欠陥がミドル層の翻訳不在を経て最終的に個人の合理的な抵抗へと波及・持

続していく構造を説明するためには、新たな多層的統合モデルが必要である。(表１)  

 



表 1 三アプローチの比較と理論的空白・四層モデルの対応 

 

 

 

第 5 章 四層モデルの提案と考察 

5.1 統合ロジック：MLP、IRT の接合、従属構造 

本稿で提案するモデルは、第 2 章で導入した四つの理論的レンズを統合することで構築さ

れる。まず、Geels (2002) の MLPの枠組みを「構造基盤」として組織に応用する。MLPの純

然たる枠組みでは、メソレベル、ミクロレベルでの説明ができない。それらを踏まえ、まず、

メソレベルを二層化し、マクロとしての「制度」、メソレベルの上層を「文化」、メソレベル

の下層を実践の場である「実装」として位置づけ、総じてここまでに三層を形成する。第三

層に位置付けた「実装」レベルでは、前章でマイクロファウンデーションの視点で指摘した

通りミクロ層に影響を与える機能を持つ層として位置付ける。更に、MLP は純然たるミク

ロ層における「個人の心理的・認知的な反応」を説明する解像度を持たない。そこで、この

MLP の限界を補う最下層の「受け皿」として、Ram and Sheth (1989) の IRT を第四の層とし

て独自に個層として接合する。以上のように、これら四つの層が独立して存在しているまま

ではなく、上位層の欠陥が下位層へと波及していく動態メカニズムとして、Mitieka et al. 

(2025) が実証した「ダウンストリーム」の概念を適用する。これにより、組織内の障壁が

「マクロレベルの欠陥」から「ミクロな個人の合理的な防衛反応」へと至る従属的な一連の

プロセスを説明することが可能な枠組みとなる。 

 

5.2 組織内イノベーション障壁の「四層モデル」 

上記の統合ロジックに基づき、本稿はイノベーション障壁を MLP の枠組みと IRT を融合

させた以下の四つの層からなる構造的モデルとして概念化する。（図 1） 

 

第 1 層 制度層（マクロ）：D'Este et al. (2012) が示すように、制度的条件や方針の不確実性

は「阻止的障壁（deterring barriers）」として機能し、イノベーションへの着手そのものを妨

      
   

                     

      
                      
                        

                       
                   

                
             

    

         
 

   
       

      
       

   
       

     

     
       

   
      

       
      

       
     

    

       
               
      

        
         

      
      

     

      
      

   
             

   
         

   
        

     

                              



げる。経営層の抽象的な方針が現場の文脈に翻訳されない場合、この制度層において強力な

障壁となる。 

第 2 層 文化層（メソ上層）：Ferlie et al. (2005) の研究が示すように、専門職や部門によって

形成される「実践共同体」が強い社会的・認知的境界を生み出し、イノベーションの伝播を

阻害する。部門の壁や縦割り文化、サイロ化された組織構造に起因する障壁である。 

第 3 層 実装層（メソ下層）：Klein and Sorra (1996) 、Seki and Kohda(2020)が指摘するように、

マクロな方針を現場の文脈へと接続する「翻訳」の不在や、新しい実践に対するサポートや

インセンティブの欠如といった、ミドル層のマネジメント（実装風土）に起因する障壁であ

る。 

第 4 層 個層（第 4 の層：ミクロの下部構造）：MLP の枠組みを拡張して新たに追加された

層である。Ram and Sheth (1989) の IRT が示す機能的障壁（使用・価値・リスク）および心理

的障壁（伝統・イメージ）と、Attewell (1992) が指摘する高い「学習負荷」によって構成さ

れる合理的な防衛反応として発現する。 

 

 

図 1 四層モデルと層間連鎖のメカニズム 

 

 

5.3 層間連鎖による DX の構造的停滞のメカニズム：波及と持続の動態 

 本モデルが示す四つの層は、それぞれ独立して存在する静的な障害物ではない。Mitieka et 

al. (2025) が実証したように、上位層の障壁は下位層へとダウンロードし、相互に強化し合う

構造を持つ。DX の停滞は、このマクロからミクロへと至る「層間連鎖のメカニズム」によ

って引き起こされることが説明できる。具体的な停滞のメカニズムは次のように進行する。 
 

第一に、自社組織の各層に対する理解が薄い経営層から発せられる理念的で抽象的な DX

の方針（第 1層：制度）は、そのままでは現場の文脈に適合しない。そのため、不用意な方

針は、組織内に分厚く存在する既存の縦割り文化や部門ごとの実践共同体の壁（第 2 層：文

化）に衝突する。 
 

 

第二に、この文化の壁に阻まれた結果、マクロな方針とミクロな現場を接続すべきミドル

層において、方針を現場の行動へと再解釈する「翻訳機能」の不全が発生する（第 3 層：実

      
                        

             

      
                    

              

      
                          

             

     
                     

           
    

          

          

           



装）。翻訳機能が欠落した実装風土の中では、Klein and Sorra (1996)が指摘するように、現

場の価値観と適合しないままイノベーションが投下されることになり、結果として Seki and 

Kohda (2020)が指摘する「価値共破壊（VCD）」の危機を構造的に生み出す。 
 

 

第三に、翻訳が機能しないまま押し付けられた腹落ちしない新しい技術やプロセスに対し、

最前線で対峙する「個（第 4 層）」は、過度な学習負荷や既存慣行との摩擦といった機能

的・心理的障壁を感じ、イノベーションに対する「正常な防衛反応（抵抗）」を示す。さら

に深刻なケースは、この停滞を持続させる状況が形成された場合である。それは、現場のミ

クロな抵抗（第 4 層）が、しばしば経営層によって「現場の IT リテラシー不足」や「意識

の低さ」といった個人の問題として誤認される。あるいは、第３層・４層のルーチンの硬直

化に経営層が気づかないままに至った場合である。その結果、制度層や文化層にある根本的

な欠陥（翻訳機能の不全等）が放置されたまま、さらに的外れな方針（第 1 層）が再投下さ

れるという負のサイクルが再形成される。 
 

DX を推進するすべての組織の姿がこのような状況であるとは本稿は主張しない。主張す

べきは、この四層モデルをレンズにすることで、組織において何が障壁として疑うべきかを

俯瞰することが可能であるということである。その際、単一層がイノベーションに対するブ

レーキを踏んでいるとは限らないということも配慮すべきである。潜在的に機能不全になっ

た層と、層間連鎖に伴う障壁の多層化で複雑な様相をもたらす可能性を疑う必要がある。 

 

 

第 6 章 結論と理論的・実務的含意 

本章では、前章までの議論を通じて導き出された概念的枠組みを総括し、本モデルがイノ

ベーションに対する学術的および実務的にもたらす含意まで言及する。 

6.1 リサーチクエスチョンに対する回答 

RQ1に対して、本稿は先行研究を三つのアプローチに分類し、イノベーション研究が採用

促進の規範的前提から出発し、やがて「合理的な抵抗」を解明する方向へと重心を移動させ

てきたことを明らかにした。しかし各研究群が固有の分析レベルに特化した結果、レベル間

を貫く障壁の連鎖や持続メカニズムを説明する統合的な枠組みが欠落していることを示した。 

RQ2に対して、本稿は「分析レベルの断絶」「障壁の持続再生メカニズムの欠落」「ミドル

層の翻訳機能の不全」という三つの決定的な空白を特定し、これらを架橋する概念的応答と

して四層モデルを提案した。本モデルは四つの層が互いに影響を与え合いながら組織慣性と

して障壁を再生産し続ける「層間連鎖」の構造を説明可能とし、日本企業におけるイノベー

ション、特に DX の停滞のような複雑かつ構造的なイノベーション阻害のメカニズムを解剖

する理論的レンズとして機能する。 

 

6.2 理論的含意 

第一に、MLP と IRT の間に横たわる、これまでの研究で触れてこなかった所謂ブラック

ボックスを、周辺研究を踏まえ説明し、分析レベルの断絶を架橋した点である。本モデルは、

Ferlie et al. (2005) の「実践共同体の壁（文化層）」と Klein and Sorra (1996) の「実装風土と価

値観適合（実装層）」を明示的に組み込み、制度・組織・個人の各レベルの障壁がいかにし

て連鎖し持続するかという動態的なメカニズムの説明を可能にした。 

第二に、本モデルは「プロ・イノベーション・バイアス」の罠を脱却しつつ、障壁を実効

的に克服するための実践的な診断及び介入の基盤を提供する点である。イノベーションの停



滞を構造的な帰結として客観的に解剖するレンズを提供することで、Nikiforova et al. (2024) 

が主張する「抵抗の背後にある理由を深く理解し的を絞った戦略を開発すること」を可能に

した。これは同時に、制度・戦略・オペレーションの三層で構造化を試みた Bocken and 

Geradts (2020) が示唆しつつも描ききれなかった「マクロからミクロへと至る障壁の波及メ

カニズム」を、四層構造として完全に統合する新たな理論的土台を確立したことを意味する。 

 

6.3 実務的含意 

四層モデルは、実務家がイノベーション推進を阻む壁を「点」ではなく「構造」として俯

瞰し、さらに経営層あるいはイノベーションを推進する部門として、各層を連動させた実効

的な介入を設計するための方針を提供する。 

 

第 1 層（制度）：イノベーションの障壁を「顕在化した障壁と抑止的な障壁」(D'Este et 

al. ,2012)で捉える。イノベーションに対する方針を「なぜ→どのように→何を」の順に分解

し業務単位にまで落とし込む「翻訳の設計」がこのレベルから必要である。 

第 2 層（文化）：文化を変えるとするのではなく、他の構造的要因との相互作用を理解

(Mannion and Davies ,2018) の上で、既存文化の強みをイノベーションの方向性に結びつけ、

部門横断の推進チーム（組織内に分散する専門知識や人材、ベストプラクティスを集約し、

組織横断的に導入支援や推進を行う組織 Center of Excellence:CoE 等）を意図的に設計するこ

とが有効である。 

第 3 層（実装）：強い実装風土（イノベーション使用の支援・奨励する方針や実践の準備、

報酬、訓練）(Klein and Sorra ,1996) を形成、現場の「腹落ち感」を生み出すために、Quick 

Win の意図的な設計を推進する。 

第 4 層（個）：抵抗を個人の怠慢として扱うのではなく、不安を言語化できる対話の場の

提供や移行ステップの設計など、負荷の源泉を軽減する組織的サポートが不可欠である。 

 

これら四層の断絶を架橋する最大の鍵を握るのが第 3 層の「ミドル層」である。そして、

彼らが上述した実装風土の形成を進められるように、経営が第１層のみならず、第２層以下

を主導的に把握する。彼らが既存のルーチンに固執して翻訳を放棄した場合、イノベーショ

ンは頓挫するだけでなく、Seki and Kohda (2020) から示唆されるように価値共破壊（VCD）

という致命的リスクを引き起こす。経営は自己とミドル層を「変革の翻訳者」として再定義

し、強力な実装風土とインセンティブを設計しなければならない。 

 

第 7 章 総括 

7.1 本稿の問いと応答の総括 

本稿は、イノベーションの導入と定着の間に横たわるギャップという普遍的な問題意識を

出発点とし、理論的サンプリングを通じて抽出した海外のイノベーション障壁研究の蓄積を

批判的にレビューした。その結果、「分析レベルの断絶」「障壁の持続再生メカニズムの欠

落」「ミドル層の翻訳機能の不全」という理論的空白を特定し、それらを架橋する「四層モ

デル（制度・文化・実装・個）」を提案した。 

 



7.2 本研究の学術的貢献 

本研究の最大の学術的貢献は、プロ・イノベーション・バイアスの罠を回避し、イノベー

ション障壁を相互に連鎖・補完し合う「多層的な構造」として解明する包括的な枠組みを提

供したことにある。本稿が提案した四層モデルは、単に停滞の理由を説明するだけでなく、

実効的な障壁突破（介入）に向けた見取り図を提供するものである。 

 

7.3 本研究の限界 

本研究の限界として、本モデルが理論的サンプリングに基づく「概念的枠組みの提案」で

あり、現時点では定量的な実証的検証を経ていないことが挙げられる。また、主に日本の

DX 推進という文脈を念頭に置いて理論を構成しており、他の産業セクターや異なる文化的

背景を持つ地域における一般化の可能性については、さらなる検証が必要である。 

 

7.4 今後の研究課題 

今後の研究課題として以下の三点を提示する。第一は、四層モデルを用いた実証的検証で

ある。定量的アプローチ（サーベイ調査や構造方程式モデリング等）を用いて、各層の障壁

間の因果関係や影響度を統計的に検証することが想定される。第二は、多層的な介入策の複

合的インパクトの測定であり、縦断的なケーススタディを通じて相乗効果を明らかにするこ

とが求められる。第三は、AI やメタバースといった破壊的テクノロジーへの本モデルの適

用であり、これらは四層モデルを用いた障壁診断の有用なテストベッドとなるはずである。 

 

7.5 おわりに 

イノベーションを阻む壁は、現場の怠慢や無理解といった単純なものではない。それは、

制度の未整備、部門の壁、実装風土の欠落、そして学習負荷という極めて合理的で強固な

「構造体」である。本稿が提示した四層モデルが、イノベーション推進の実践と研究の双方

において、障壁を直視し打ち破るための新たな対話と介入のレンズとなることを期待する。 
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Abstract 

The barriers that impede the adoption and implementation of innovation have been studied from a 

variety of analytical levels. However, existing research on innovation barriers has remained confined 

to refining analysis within individual levels — such as the individual, organizational, and institutional 

— without offering an integrated framework capable of explaining the cascading chains of barriers 

across levels or the mechanisms by which those barriers are sustained. 

This paper takes the form of a conceptual review. It classifies the body of overseas prior research into 

three approaches — "adoption-promotion and improvement," "intermediate and mixed," and "resistance 

and barriers" — identifies the accumulated contributions and limitations of each (including the 

disconnection between analytical levels, insufficient attention to the persistence mechanisms of barriers, 

and the absence of translation), and proposes a new conceptual framework to bridge these gaps: the 

"Four-Layer Model," comprising the institutional, cultural, implementation, and individual layers. 

The proposed model is constructed by using the framework of Geels's Multi-Level Perspective (MLP) 

— which captures socio-technical system transitions — as a static structural container, infusing into it 

the hierarchical cascade structure of barriers empirically demonstrated by Mitieka et al. as the dynamic 

mechanism, and conceptually integrating Ram and Sheth's Innovation Resistance Theory (IRT), which 

addresses micro-level defensive responses, at the lowest layer. Through this integration, the model 

reveals a mechanism of "inter-layer cascading" in which barriers at each layer do not exist 

independently,but rather cascade top-down from macro-level institutional deficiencies, through the 

"absence of translation" at the middle management layer, ultimately generating individually rational 

resistance at the individual level — a process that mutually reinforces and sustains itself. 

Drawing on the structural stagnation of Digital Transformation (DX) in Japanese corporations — a 

particularly salient contemporary phenomenon — as an illustrative case, this paper argues against the 

pro-innovation bias to which innovation advocates are prone. It reframes innovation barriers not as 

isolated "points" but as an interconnected "structure," and offers a theoretical vantage point for 

designing an effective roadmap for barrier breakthrough through organizational design, while avoiding 

the critical risk of Value Co-Destruction (VCD). 

Keywords: Innovation Barriers, Pro-innovation Bias, Multi-Level Perspective (MLP), Innovation 

Resistance Theory (IRT), Value Co-Destruction (VCD), Digital Transformation 


